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研究成果の概要（和文）：　本研究では、世界全体での鋼材のダイナミックMFAを実施した。具体的には、鋼材の最終
用途（自動車、土木、建築、機械など）に関して2050年までのストック量を推計するとともに、需要量、使用済み製品
からのスクラップ発生量を推計した。統計データ等ダイナミックMFAを実施するためのデータが得られない地域に関し
ては、夜間光衛星画像やGISを用いて、ストック量を推計した。さらには、国際貿易に伴う取引量(グローバルマテリア
ルフロー)を推計するとともに、途上国でのスクラップの回収状況を調査、推計することで、将来需要を鑑みたスクラ
ップの利用に関して提言を得た。

研究成果の概要（英文）：We have conducted a dynamic MFA to depict the global in-use steel stock, demand 
and generation of scraps from all end-uses, e.g. automobile, civil engineering, building, machinery, etc. 
towards 2050. We have also tried to use nighttime light images and GIS to estimate the in-use steel 
stocks used for civil engineering and building whose data for the dynamic MFA were not available. Then, 
global material flows associated with steel were investigated. Collection and use of steel scraps in 
developing countries were explored, and appropriate ways to use steel scraps were discussed.

研究分野：リサイクル工学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

2011年における世界の粗鋼生産量は 15億
トンを超え、鋼材ストック量はその 10 倍程
と推計される。今後、地球温暖化の抑制と天
然資源保全のためには、社会中の製品に蓄積
された素材を二次資源として有効活用する
必要がある。そのためには、世界大での素材
の需要量、ストック量および廃棄量の把握が
必要であり、2000年頃より国内外において、
マテリアルフロー解析 (Material Flow 

Analysis, MFA)による世界各域の各種素材
のフローとストックの解析が盛んに行われ
てきた。 

その中でも本研究の代表者らは、MFA に
時間軸を導入したダイナミックモデル化を
行い、将来の人口増大、経済（GDP/人）発
展に伴う社会中の素材ストック量の変化、そ
して各年のストック量の差から素材需要量
を推計する手法を開発し、鋼材等各種素材に
適用してきた。さらに、データの欠落により
ダイナミック MFA を適用することのできな
い地域には、衛星画像や地理情報システム
(Geological Information System, GIS)を用
い素材ストック量を推計する手法を開発し
た。 

平成 23 年 10 月に米国では NASA が新た
な人工衛星 SUOMI NPP を打ち上げ、平成
24年 4月から、搭載されたセンサーモジュー
ル (Visible /Infrared Imager /Radiometer 

Suite, VIIRS)で撮影された画像データの受
信が開始された。VIIRSは、それまでに用い
られていたセンサと比べ、高解像度等が飛躍
的に向上したため、この VIIRSデータを用い
れば、研究が飛躍的に進捗することが確信さ
れた。本研究は、これまでの研究代表者らの
成果を基に、世界全体での鋼材のダイナミッ
ク MFAを完成させるために実施する。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、鋼材の最終用途（自動車、
土木、建築、機械など）に関して 2050 年ま
での需要を推計するとともに、社会でのスト
ック量、使用済み製品からのスクラップ発生
量を推計することで、世界全体での鋼材のダ
イナミック MFA を完成させることにある。
統計データ等ダイナミック MFA を実施する
ためのデータが得られない地域に関しては、
夜間光衛星画像や GISを用いて、ストック量
を推計する。さらには、国際貿易に伴う取引
量(グローバルマテリアルフロー)を推計する
とともに、途上国でのスクラップの回収状況
を調査、推計することで、将来需要を鑑みた
スクラップの利用に関して提言を得ること
を目的とする。 

 

３．研究の方法 

 鋼材は、世界で最も消費量の大きい金属素
材であり、主として社会基盤を構成する多種
の製品に用いられている。従って、消費量の
大きい用途等、影響の大きい因子に関して重

点的に取り組み、推計の精緻化に取り組むの
が望ましい。対象とする分野、用いる手法も
多岐にわたる。そこで、本研究を遂行するに
あたり、研究代表者と 4名の研究分担者（総
勢 5名）からなる研究体制を構築した。以下、
項目ごとに手法を説明する。 

 

１） ダイナミック MFA と夜間光衛星画像を
用いた鋼材ストック量、需要量、スクラ
ップ発生量の推計 

統計データ等により解析可能な国に関し
て、ダイナミック MFA を実施し、2012年に
至るまでの全用途の鋼材ストック量を推計
した。 

夜間光衛星画像に関しては、1996 年から

2010 年にかけての Radiance Calibrated 

Data, RCD を入手した。SUOMI NPPによ

り撮影された VIIRS データによる夜間光画

像に関しては、2013年 1月及び 2014年 5月

画像を、観測回数を考慮し合成することで近

似年間画像(図 1)を作成した。 

 

図 1 VIIRSによる夜間光衛星画像 

 

合成された画像に、バックグラウンドの削

除、ガスフレアに起因する光を削除した。そ

し て Oak Ridge National Laboratory 

(ORNL) が 作 成 し た 人 口 分 布 デ ー タ

LandScan を用い、夜間光衛星画像から都市

部を抽出した。更に、各緯度と赤道とのピク

セル面積の比を算出し、比を輝度に掛け合わ

せることで空間補正を行った。 

そして、土木・建築鋼材ストック量と夜間

光強度との相関を解析し、他の地域のストッ

ク推計へ適用した。得られた回帰式から統計

データが不足している国を含む世界全体の

土木建築鋼材蓄積量を推計する。なお、対象

は世界の夜間光の 99.5 %を占める輝度上位

119の国と地域とした。 

 さらに、ロジスティック曲線を用い、2050

年までの世界の土木・建築用鋼材蓄積量を予
測した。なお、各国の飽和値は、既に飽和傾
向が見られた日本の 47 都道府県の土木鋼材
蓄積量と人口密度との関係から相関式を得
て、各国の 1人あたり土木鋼材蓄積量の飽和
値を設定した。建築用途に関しては、アジア
とその他地域に分け、先進国における蓄積量
と 1 人あたり GDP との関係から飽和値を設
定した。 

 

２） GIS（Geographic Information System：
地理情報システム）および夜間光衛星画



像を用いた都市域ストックの推計 
GISと衛星夜間光データを用いてマテリア

ルストックの推計モデルの開発を行った。ま
ず、詳細なストックデータを既に先行研究で
把握している日本国内にて、基礎的なモデル
の確立を目指し、対象地域を 1都 4県（東京
都・神奈川県・千葉県・埼玉県・茨城県）と
した。大都市の中心部から郊外部まで適用可
能な汎用性の高い推計モデルの開発を検討
した。対象地域について、衛星夜間光データ
を用いて活動単位である都市域を抽出し、そ
の分類された都市域ごとに建物延床面積・道
路面積の整備を行い、衛星夜間光と建設スト
ックとの相関性の検討を行った。対象年は
2003年と 2011年とした。基礎モデルにより
1 都 4 県で推計精度の検証を行い、日本全域
に対しても同様の検討を行うことで推計精
度及び汎用性の検証を行った。さらに本手法
をアジアの都市域に適用した。 

 

３） 下水道構造物として地下に埋設された
鋼材の蓄積量と将来の飽和蓄積需要量
の推計 

 土木鋼材のなかでも下水道管渠に代表さ
れる地下構造物については、蓄積量の推計が
相対的に困難であり、構造物に埋設された鋼
材の回収性も地上構造物とは異なる。そこで、
各国の法規・指針、入手可能な下水道管渠整
備統計および文献調査に基づいて、下水道管
渠に関係する鋼材蓄積量および飽和量の全
球レベル推計を実施した。 

 

４） 途上国における使用済み製品からの鋼
材スクラップ回収、利用および銅の混入
現況調査とモデル化 

発展途上国、特に GDP/人が 2、000 USD

以下のバングラデシュなどにおける金属素
材のマテリアルフローはほぼ解明されてい
ない。特に鉄鋼についてはその国際的な統計
資料が、転炉・高炉を中心に作成されており、
小さな電炉や伸鉄に頼る途上国のデータは
ほぼ存在しないことが分析を阻んできた。そ
こで、バングラデシュの鋼材に関するマテリ
アルフロー分析を詳細化、その途上での銅の
混入可能性を含め分析を実施した。その中で
課題抽出を行い、こうした経済成長レベルに
ある諸国にとってのあるべき資源循環の姿
について提言を行った。 

 

５）鉄を対象とした国際貿易に伴う取引量
(グローバルマテリアルフロー)の推計 

鋼材は、自動車および産業機械、輸送機械
（鉄道）、建設機械など機械類としての国際
取引量が大きくマテリアルフローとストッ
クへの影響が大きい。また、中古製品として
の取引量が多いことも知られているが、実態
が正確に把握されていないのが現状である。 

そこで、国際貿易統計(UN-Comtrade など)

および廃棄物産業連関に基づくマテリアル

フロー分析(WIO-MFA)モデルなどから得ら
れる組成情報をもとに、鉄鋼材料および鉄含
有製品(おもに自動車・機械)を介した国際貿
易に伴う鉄の取引量(グローバルマテリアル
フロー)の同定を行った。更に、グローバルマ
テリアルフローを時系列で解析する事によ
り、世界各国の鉄の見掛け消費量、1 人当た
りの見掛け消費量の推計を実施した。 

 

４．研究成果 

１） ダイナミック MFA と夜間光衛星画像を
用いた鋼材ストック量、需要量、スクラ
ップ利用可能性の推計 

ダイナミック MFA により推計された世界
の鋼材ストック量の推移を図 2に示す。2012

年における世界の鋼材蓄積量は173億トンと
推計され、アジア地域の鋼材蓄積量は約 92

億トンであり全体の約 53 %を占めているこ
とが分かった。1980 年においてはアジアの
建築鋼材蓄積量は全体の約 22 %であり、こ
の 30 年でアジアが急激に蓄積量を伸ばして
いる。この急激な増加は中国とインドに起因
する。 

図 2 ダイナミック MFA による世界鋼材蓄
積量の推計（地域別） 

 

土木用途における夜間光と鋼材ストック

量の相関を解析した結果を図 3に示す。全地

域、用途で水準 5 %で決定係数が 0.8を超え

る相関を確認した。 

図 3 土木用途における夜間光と鋼材ストッ
ク量の相関 

 

得られた相関式を用いた、1996～2013 年
の間の土木建築鋼材ストック量の推計結果
を図 4に示す。1996年には 13億トンであっ
た蓄積量が 2013年には倍増し、26億トンに
達したことが分かった。 

 



図 4 1996-2013 年における世界の土木・建
築用途の鋼材ストック量の推移 

 

得られたストック量データと GDP を説明
変数とし、国ごとにロジスティック曲線を用
いたフィッテイングを行い 2050 年までの世
界の土木・建築用鋼材のストック量、需要量
およびスクラップ排出量を予測した。ストッ
ク量に関する結果を図 5に示す。 

2050 年の鋼材ストック量は土木用途が
173億トン、建築用途が 390億トンと推計さ
れた。地域別にみるとアジア地域のストック
量は 400億トンであり、これは全体の 7割以
上を占める。全体の 15 %に相当する 86億ト
ンが統計データの不足でこれまで推計が困
難であった地域に蓄積されると判明した。
2050 年における土木用鋼材の投入量及びス
クラップ排出量は、それぞれ 3.5億トン、2.5

億トンと推計された。建築鋼材の投入量及び
排出量に関しては、2050 年における値はそ
れぞれ 9.2億トン、7.3億トンと推計された。 

図 5 世界の土木・建築用鋼材のストック量
の推計結果 

 

土木建築鋼材はリサイクル性が非常に高
く、563億トンで約 35から 40年の世界の鋼
材消費がまかなえると考えられる。良質かつ
多量の二次資源である土木建築鋼材ストッ
クの有効活用が望まれる。 

 

２） GIS（Geographic Information System：
地理情報システム）および夜間光衛星画
像を用いた都市域ストックの推計 

2003年と 2011年における衛星夜間光と建
物延床面積の回帰分析を行ったところ、いず
れの年・ストックにおいても衛星夜間光との
高い相関が確認された（表 1）。特に線形での
回帰分析では決定係数がいずれの年、ストッ
クに対しても 0.9 を上回っており、非常に高

い相関が確認された。非線形を用いても決定
係数が 0.8 以上となり、高い適用性が示唆さ
れた。また衛星夜間光に対する係数への t 値
がいずれの場合でも 30 を上回ることから、
衛星夜間光を用いて建物延床面積を推計す
ることが統計的に有意であることが示され
た。 

 

表 1 1都 4県における回帰分析の結果 

 
※***：0.1%有意、**：1%有意、*：5%有意

R2：自由度調整済み決定係数 

 

 日本の基盤データより抽出した基礎モデ
ルをもとに作成した推計モデルを用いるこ
とで、より高い精度で推計が可能となること
が示された。そこで本推計モデルを使用して、
世界全体の建物延床面積の推計を行った。図
6 に示すように、広範囲にわたって建築物の
分布が推計された。本結果は非常に汎用性が
高く、空間解像度も都市域別と活動領域の実
態に適応していることから、グローバルモデ
ルとの結果を比較することが可能である。 

 

 

図 6 東アジア推計結果 

 

３） 下水道構造物として地下に埋設された
鋼材の蓄積量と将来の飽和蓄積需要量
の推計 

先進国の都市部では，新規の下水管路整備
工事が行われることは少ない。このことから、
充分に成熟した都市においては，地域ごとの
下水管路の量は飽和すると予想し、OECD諸
国のうち High incomeに分類され，且つ下水
道整備率 100%の国・都市を抽出して分析を
おこなった。その結果、飽和時における下水
道管渠の人口あたり長さと都市の人口密度
との間に高い相関があることを見出した。 

各国法規・規格、OECDモデルおよび文献
調査から、下水管渠を管径別にみると、鋼材
系の管は小径が多く比率が概ね一定である
こと、鉄筋コンクリート管は大口径が多くそ
の比率も概ね共通することを見出した。 



 

図 7 下水道管渠における鋼材原単位の飽和 

 

これらの知見から、鋼材推計に必要な管
径・材質別の管渠長さ分布モデルを構築した。
以上の管渠長さ飽和モデルおよび管径別・材
質別管渠長さ分布モデルと、人口・人口密度
分布の全球モデルから、下水道管渠に含まれ
る飽和時の鋼材量を全球レベルで推計した。
また、この飽和量推計と全球レベルの下水道
整備率(United Nations)を組み合わせること
で全球レベルの下水道管渠の鋼材蓄積量を
推計した。 

 

４） 途上国における使用済み製品からの鋼
材スクラップ回収、利用および銅の混入
現況調査とモデル化 

今回主たる分析対象としたバングラデシ
ュの鉄に関するマテリアルフローを図 8に示
す。 

図 8 バングラデシュの鉄のマテリアルフロ
ー(2010年度) 

 

鋼材としての輸入が 73万トン、冷鉄源（ス
クラップとビレットなど）が 114万トンある
一方、船舶として輸入され鉄源となるものが
117 万トンある。その中で鋼材が鋼材として
リユースされるものが 19 万トン存在するこ
とも特徴的である。バングラデシュの鋼材フ
ローのかなりの部分を船舶解体由来の鉄源
が占める。ここでの解体、選別等のプロセス
を現地調査により詳細に確認したところ、次
工程への銅等の混入はほぼ起こっていない
ことが分かった。特に伸鉄(Re-rolling)に関し
て言えば、船体を手作業で切断したスクラッ
プ 100%で、他の鉄源は混入せずに操業して
いるケースがほとんどであり、その他の素材

が混入する理由はほぼ無い。同じく発展途上
ではあるがより経済成長レベルの高いイン
ドでも同種の調査を行ったところ、より多様
な使用済製品が発生、リサイクルされるため、
より混入の可能性が高いことを確認した。 

 バングラデシュに限らず発展途上国での
主たる鋼材需要は土木・建築である場合が多
い。これらが今後数十年の経済発展を支えて
いくことを考えれば、品質の低い鋼材を供給
することは望ましくない。従って、高品質な
原料を低レベルな技術で加工している産業
については技術力の向上を、逆に低品質な原
料を比較的高レベルな技術で加工している
産業については原料に関する知見を提供す
ることが肝要である。さらに、ユーザー側に
はどのような要素が鋼材の質を決定付ける
のかについて正しく理解し、最終的には社会
が正しい判断をするように誘導することが
必要である。 

 

５） 鉄を対象とした国際貿易に伴う取引量
(グローバルマテリアルフロー)の推計 

国際貿易に伴う鉄の移動量を対象として、
鉱石・製品・スクラップ等を含めた網羅的な
国際マテリアルフローデータを時系列で整
備した。図 9 に、2005 年の国際貿易に伴う
鉄の移動量を示す。世界全体の国際貿易を介
した鉄の取引量は 1.15×109 t-Fe であり、そ
の内訳は、鉱石が 43.2%、銑鉄や鋼材等の素
材が 35.5%を占めると得られた。各国間の取
引量をみると、鉄鉱石の主要産出国(ブラジル、
オーストラリア、インドなど)から粗鋼の主要
生産国(中国、日本、アメリカなど)への取引
が上位を占めており、231 の国・地域間の鉄
の移動量のうち上位の 10 位までの移動量が
占める割合は 27.2%に達し、上位の 40 位ま
での移動量が占める割合は 43.7%に達すると
得られた。特筆すべきは、世界における資源
の流れに対して BRICS (ブラジル、ロシア、
インド、中国、南アフリカ)およびNext eleven 

(N-11：韓国、フィリピン、パキスタン、イ
ラン、インドネシア、エジプト、トルコ、ナ
イジェリア、バングラデシュ、ベトナム、メ
キシコ)の諸国が占める割合である。世界の資
源輸入量に対する中国を除いた BRICS 諸国
が占める割合は 2.8%であり、N-11 を加えた
15 か国を見てみても僅かに 15.7%に留まる
と得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 世界の国際貿易に伴う鉄の取引量(上
位 40 flow) 

 



 世界全体の鉄の見掛け消費量に対する各
地域のシェアは、1995年には、アジアが41%、
西欧が 20%、北米が 16%、その他地域が 23%

であり、2010 年には、アジアが 65%、西欧
が 10%、北米が 6%、その他が 19% であっ
た。中国の需要拡大を受けて、アジア地域の
見掛け消費量が拡大している事が示された。
一方で、今後の人口増加や経済発展に伴い需
要の拡大が予想されるアフリカ地域は、いず
れの年においてもそのシェアは 3%程度にと
どまると得られた。2010年時点においても、
アフリカ地域の 1人当たりの見掛け消費量は、
アジアや欧米に比べて、未だ小さい事から、
長期的には経済発展に伴い需要の拡大が生
じる可能性が示唆された。 
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